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○目指す技術的な姿。 
一連の要素技術を組み合わせトータルシステムとしての運用を行い、年１０万トン規模

のＣＯ２圧入を安全に実施できること、及び適切なモニタリングにより貯留が安全かつ

安定して行われていることを実証する。

○これまでに実施した研究開発の成果等の活用、反映、あるいは現在実施している研究開

発等との関係について。

※以下の各事業の内容・成果については、次項参照。

＜分離回収＞

これまで、ＣＯ２分離回収コストの大幅低減に向け、「分子ゲート機能ＣＯ２分離膜の

技術研究開発」「低品位廃熱を利用する二酸化炭素分離回収技術開発」を実施してきてい

たところである。これらの技術開発は、研究開発又は実証試験の途上であり、現時点で

は、「気候変動問題対策二酸化炭素削減技術実証試験」において実証する計画とはなって

いないが、候補地点の選定状況や、今後のそれぞれの事業の進展を踏まえ、成果の活用

についても検討することとしたい。

また、平成２１年度以降、これまでの成果を活用し、ＣＣＳ事業の安全性評価・信頼

醸成に係る検討を行う事としている。
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＜（輸送～）貯留＞

これまで、ＣＣＳ実施に必要な基礎的知見の獲得のため、「二酸化炭素地中貯留技術研

究開発」の中で基盤的技術開発を行い、新潟県岩野原において総貯留量約１万トンの実

証試験と、貯留後のモニタリングを行い、安全性評価に係る検討などを行った。また、

全国の貯留ポテンシャルの分布を調査し（貯留賦存量調査）、貯留可能性の評価を行った

ところ。また、分離回収と同様に、安全性評価・信頼醸成に必要な技術や手法の開発等

（海底下漏洩監視手法の高度化、長期の貯留安定性評価手法の開発、等）を行うことと

している（「二酸化炭素貯留隔離技術研究開発」）。

これらの知見については、「気候変動問題対策二酸化炭素削減技術実証試験」のための

実施地点の選定、ＣＣＳ設備や圧入作業の安全な実証運転、貯留後のＣＯ２のモニタリ

ング結果の分析、及び事業全体の安全性評価・信頼醸成のために必要な検討に活用する。

○関連事業について、その目的、目標、内容、年次計画（予算規模を含む）、実施者、その

成果。

＜分子ゲート機能ＣＯ２分離膜の技術研究開発＞

・二酸化炭素分離回収コストの大幅削減のため、圧力を有するガス（例えばＩＧＣＣで発

生する石炭ガス化ガス等）からＣＯ２を効率よく分離回収可能な分離膜の開発を行う。

平成１９年度までに、高圧下で世界トップとなるＣＯ２／Ｈ２選択性＝３０を達成して

おり、今後は、実機サイズの分離膜モジュール開発に着手する。

・年次計画は以下のとおり（ＳＡＢＣ評価提出資料より抜粋）。

・平成２０年度までの事業実施者は、財団法人地球環境産業技術環境機構（ＲＩＴＥ）で

ある。平成２１年度は、事業者を公募する予定。
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＜低品位廃熱を利用する二酸化炭素分離回収技術開発＞

・排ガスからのＣＯ２分離回収コストの低減のため、低熱量で再生可能なＣＯ２吸収液の

開発、及び吸収液の再生熱に利用する未利用低品位廃熱回収システムの開発を行うもの。

・平成２０年度で技術開発事業を終了（平成２０年度予算額：４億円）。

・平成２０年度までの事業実施者は、財団法人地球環境産業技術環境機構（ＲＩＴＥ）で

ある。

＜二酸化炭素地中貯留技術研究開発＞

・我が国におけるＣＣＳ技術実用化に必要な基礎的知見を獲得するため、基盤的技術開発

の他、新潟県長岡市における総量約１万トンの地中貯留実証試験と貯留後のモニタリン

グを実施した。また、全国の貯留ポテンシャルの分布を調査した。

平成２１年度からは、「二酸化炭素の海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発」と事業を

統合・合理化し、「二酸化炭素貯留隔離技術研究開発」として実施予定。

・年次計画については以下のとおり。平成２１年度以降、事業内容は、ＣＣＳ実施におけ

る安全性評価・社会的信頼醸成必要な基盤技術や手法の開発に重点的に取り組むことに

している（海底下漏洩監視手法の高度化、長期の貯留安定性評価手法の開発、等）。

・実施者は、平成２０年度までは財団法人地球環境産業技術環境機構（ＲＩＴＥ）である。

平成２１年度事業については、事業者を公募する予定。
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４． また、本実証試験で明らかにする経済的な目標とその効果は何か。具体的な技術モデ

ルによる経済性、定量的なコストの分析結果の比較を示されたい。

これまでに実施した研究開発の成果等はどのように活用、反映するのか。また、現在

実施している研究開発等とはどのような関係にあるのか。

それぞれについて、分離・回収、輸送、貯留ごとに明らかにされたい。関連事業につ

いて、その目的、目標、内容、年次計画（予算規模を含む）、実施者、その成果を具体的

に示されたい。

（答） 
○我が国において、実排ガスを用いて大規模な貯留を行った事例が未だ無いことから、ま

ず国内において実証を行う事が重要である。また、要素技術を組み合わせてシステムと

して運用をした場合に、実際にどの程度のコストがかかるのかは明らかになっていない

ことから、実証を通じて明確にする。したがって、現時点においてはあえてコスト目標

は定めず、システム全体のコスト分析を行い、将来の実用化にむけた課題解決に資する

ことを目標とする。比較に当たっては、ＩＰＣＣの試算等と比較分析を行う 
（＜参考：ＩＰＣＣ ＣＣＳ特別報告書（２００５）より＞を参照）。

○これまで実施した、あるいは現在実施している研究開発等との関連、成果の反映につい

ては、問３．と同じ。 

↓
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＜参考：ＩＰＣＣ ＣＣＳ特別報告書（２００５）より＞

表 SPM.5 任意のタイプの発電所または工業的排出源に適用される CCS システムの構成要素のコスト（2002

年）。各構成要素のコストを単純合計して、CCS システム全体のコストを 1 トンあたりの削減コストを求めること

はできない。全ての数字は大規模な新設発電所のコストであり、天然ガスの価格は 2.8 - 4.4 US$/GJ、石炭

価格は 1 - 1.5 US$/GJ との仮定に基づく（セクション 5.9.5、8.2.1、 8.2.2、8.2.3、表 8.1、8.2）。

CCS システム構成要素 コスト範囲 備考

石炭またはガス火力発電所

からの回収

15 - 75 US$/tCO2（純回収分） 同じ発電所で回収なしの場

合と比較した CO2 の純回収

コスト。

水素・アンモニアの製造また

はガス精製からの回収

5 - 25 US$/tCO2（純回収分） 単純乾燥および圧縮を必要と

する高純度排出源に適用。

その他工業的排出源からの

回収

25 - 115 US$/tCO2（純回収分） コストは利用する技術や燃料

による。

輸送 1 - 8 US$/tCO2 （輸送分） 質量流量が

5MtCO2/yr(8US$/tCO2)から

40MtCO2/yr(1US$/tCO2)のパ

イプラインまたは船による

250km 毎の輸送分。

地中貯留 a 0.5 - 8 US$/tCO2 （注入分） EOR または ECBM からの収

益を除く。 
地中貯留：モニタリング・検

証

0.1 - 0.3 US$/tCO2（ 注入分） 注入前、注入中、注入後のモ

ニタリングによって幅があ

る。規制基準にもよる。

海洋貯留 5 - 30 US$/tCO2 （注入分） 洋上での 100 - 500 kmの輸送

を含むが、モニタリング・検

証は含まない。

炭酸塩鉱物化 50 - 100 US$/tCO2 （鉱物化

分） 
研究されたものの中で最善

の事例の範囲。炭酸塩化のた

めの追加的エネルギー利用

も含む。 
a

長期的には、浄化や賠償などの問題で追加コストが出てくることもありうる。

５． 本実証試験において諸外国の CCS の取組と差別化する技術開発・課題の有無、ある

場合はそれは何か。 
また、諸外国との連携や協力はどのように進める予定か。例えば我が国の技術を持っ

て諸外国における CCS の実施による CO2 排出権確保のような構想はあるのか。

（答） 
○ＣＣＳについて、分離回収等各要素技術については、我が国は諸外国と比べて優秀なも

のを持っているといわれているが、これらの技術を組み合わせてトータルシステムとし

ての運用経験が十分ではなく、我が国において実際にＣＣＳを実証することに意味があ

る。 
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○諸外国との連携については、本実証試験とは別途、豪州、中国との事業協力を計画中で

あるが、これらの事業を含め、本実証試験で得られた結果は、必要に応じて対外協力に

も活用していく予定。

○また、将来のＣＯ２削減の枠組みの中で、ＣＣＳが適切かつ有効な役割が果たせるよう、

対外的に主張をしていく方針である。

＜参考：実証プロジェクトを通じた日本の国際協力（豪州、中国）＞

・日豪共同プロジェクト（Callide A）

既存の石炭火力発電所を改造し枯渇ガス田にＣＯ２を貯留するプロジェクトを実施中。

本年１１月１４日に起工式を予定。

・中国大慶油田における協力

石炭火力発電所から発生するＣＯ２の隔離貯留を通じて、石油回収率向上

（EOR:Enhanced Oil Recovery）の実証研究プロジェクトの実施について、本年５月に

日中首脳間で合意。日中民間実施機関が事業内容を協議中。

６． 2020（平成 32）年 CCS 本格実施に向けたプロセスを具体的に説明されたい。その中

で 10 万トン／年規模の本実証試験の役割、目的、意義を明らかにされたい。

また、2013（平成 25）年度以降の本実証試験で整備する試験設備の取り扱い（予算的

措置を含む）等を明らかにされたい。

（答） 
○ＣＣＳの本格実施までには、まず、本事業で実証試験を行うとともに安全性評価や信頼

醸成に関する指針の整理を行う事によって、ＣＣＳの本格実施に向けて、技術的なノウ

ハウの蓄積と制度的な整備を行う事としている。その後の本格実施に向けては、追加の

候補地選定と諸外国とのＣＣＳ実施に関する情報の共有が必要となる。

・このように、本事業における実証試験は、本格導入に向けた技術ノウハウ蓄積と制度整

備のために不可欠なものである。

・なお、ＣＣＳ実施に当たっては、実施地点の選定から圧入・モニタリングまで、別紙に

掲げる作業を必要とする（別紙参照）。

○本実証試験の意義は、２０２０年のＣＣＳ本格実施に向け、克服すべき課題を明らかに

するとともに、国が事業の先鞭をきることで、国としてＣＣＳに対する姿勢を内外に示

し、民間企業のＣＣＳへの取組を促す狙いがある。

○この実証試験により建設された設備等は、原則に従い国有財産として取り扱う。 
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７． 実施が想定されている貯留 CO2 モニタリングの内容、規模、期間などを示されたい。

（答） 
○実施が想定される貯留ＣＯ２のモニタリングについては、

・圧入井において圧入流量、圧力などの圧入に関するモニタリング、及びその周辺におい

て、微動観測、ＣＯ２漏洩に関する観測等を行う（常時観測）。

・観測井において帯水層の温度、圧力等の観測を行う（常時観測）。

・また、弾性波によるＣＯ２の挙動観測（震探調査）や、（海底下地中貯留の場合）海中に

おけるＣＯ２濃度の観測等を行う（定期観測）。

○モニタリングについてはＣＯ２圧入終了後も実施されるが、最終的にどのような内容及

び規模で、どの程度の期間実施するかは、諸外国の取組や規制状況等も踏まえつつ検討

し、決定する。

８． 終了年度における本実証試験の具体的な目標とその達成判断の指標を、具体的なデー

タに基づく根拠とともに、可能な限り定量的に示されたい。

また、終了年度の目標達成に至るアクションプランを具体的に示されたい。

（答） 
○本実証試験の具体的目標は、一連の要素技術を組み合わせトータルシステムとしての運

用を行い、年１０万トン規模のＣＯ２圧入を安全に実施できること、及びモニタリング

を通じて安全・安定に貯留ができることを確認することである。なお、ＣＯ２の貯留総

量は実施地点の貯留ポテンシャル等の条件に左右される。

○終了年度までのアクションプランは、最も早くて別紙に示すものを想定している（別紙

参照）。ただし、作業スケジュールは、実証試験を実施するために選定された地点の、地

層の性状や排出源との距離等の諸制約により前後するものである。

９． 実証内容について、どのような技術（モニタリングを含む）を想定して事業費を積算

しているのか。具体的な費目は何か。年次ごとに示されたい。

（答） 
○実証を想定している内容については、別紙に示す項目のとおりであり、その時点で実用

可能な技術を用いて実施するものである。各年度の事業費はおおむね別紙の通りの積算
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としているが（別紙参照）、各年度の事業費（実施される項目）については、実証試験を

実施するために選定された地点の、地層の性状や排出源との距離等の諸制約により前後

するものである。

１０．本実証試験を実施する上で根拠とする CCS の安全性及び環境への影響に関するデー

タ（例えば候補地周辺住民に対する説明予定の資料から候補地が特定できる部分を除い

たもの等）を示されたい。

（答） 
○我が国において、ＣＣＳ実施の可否を判断する具体的基準を規定する法律は、現時点で

は鉱業法、鉱山保安法、海洋汚染防止法等がある。今年度再開するＣＣＳ研究会におい

ては、これらの各法の規制内容について、実証事業の工程との関係を整理しつつ、諸外

国の法規制の導入状況等の調査・比較をふまえ、特に安全性に係る指針について検討を

行う予定。

また、具体的な各種観測値と比較できるデータについては、新潟県長岡市での実証試

験における観測値のみである（温度、圧力、弾性波観測によるＣＯ２分布等）。以下に坑

井における温度変化と圧入ＣＯ２の分布に関する観測結果を例示する。

＜圧入井及び観測井における温度変化＞

↓



14 / 16 

＜圧入終了時における溶解ＣＯ２分布＞

１１．交付先が２件というのは、本実証試験を２カ所で実施することなのか。また、実施

者の要件として、具体的に想定している条件等を示されたい。

（答） 
○実証試験については、適切な実施サイトを選定できるかということと、選定された場所

において現実にＣＯ２圧入を実施できるかどうかにより決まるものであり、現時点で明

確に実施サイトの数を決めているものではないが、実施サイトの選定に当たっては、現

地調査を行わなければ適性を正確には判断できないことから、準備段階では複数のサイ

トを調査対象としており、必要に応じて交付先も複数になる可能性があるとしているも

のである。

○実施にあたっては、以下の様な要件をみたす者を実施者として想定している。

・当該技術または関連技術についての十分な知見を有し（本事業の場合は特に、地下を掘

削する技術、及び流体を圧入・貯留する技術を有していること）、かつ、事業目標の達成

及び事業計画の遂行等に必要な組織、人員を有していること。

・当該業務を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金、設備等について

十分な管理能力を有していること。

・日本に登記されている法人であること。 等。

１２．本実証試験の実施期間を５年間とした理由は何か。特に CCS の本格導入に向けた年

次計画と本実証試験の年次計画（第１回評価検討会資料 2-1 の p.8-9）を見ると、分離・

回収、輸送、圧入の設備の建設から、圧入、貯留とモニタリングに移行する 2011（平成

23）年度又は 2012（平成 24）年度に一つの区切りがあるが、これをまたいで事業実施期

間としている理由は何か。 
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（答） 
○５年で区切りがあるのは、経済産業省の施策については経済産業省政策評価基本計画（平

成１９年９月２６日 改訂）に基づき３年から５年の間に一度事後評価を行い、達成状

況の調査等をふまえ施策を見直すこととなっているためである。

本事業は、貯留開始後、実証試験サイトの貯留ポテンシャルの範囲でモニタリングの

状況を踏まえて、圧入及びモニタリングを継続することを想定している。従って実際の

事業開始から圧入の終了までの期間だけをみても、本事業計画の５年よりも長期にわた

ることとなる。

１３．本実証試験の推進体制において、CCS 研究会と審査委員の役割、権限、メンバーの

選考方法などを明らかにされたい。

また、CO2 削減技術として CCS の役割や効果は、他の CO2 削減技術の開発・実用化

動向等に応じて相対的に変化していくものと考えられるが、そのような CO2 削減技術と

しての CCS の評価の検討や、その検討結果の本実証試験実施への反映（中止、加速化な

ど）は、どのような仕組み、体制で行うのか明らかにされたい。

（答） 
○ＣＣＳ研究会は、ＣＣＳ全般に関する政策課題の検討を行う、産業技術環境局長の私的

研究会であり、平成１９年度まで実施した研究会では、ＣＣＳ推進にあたっての課題の

抽出を行った。なお、今般再開するＣＣＳ研究会では、主にＣＣＳ実施に係る安全性に

ついて検討を行う事としている。委員については、これまでのＣＣＳ研究会のメンバー

を中心に、安全性等の検討に必要な専門性を考慮して、選定する。

＜ＣＣＳ研究会の構成＞

「二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）研究会」（仮称）

（局長の私的研究会）

ＣＣＳ実施に係る 長期的な安全性確保

安全基準検討ＷＧ（仮称） 検討ＷＧ（仮称）

・委託事業の実施者の採択に係る審査員会は、応募者の事業実施者としての適格性を検討

するものであり、この委員会の検討結果も踏まえつつ、委託事業を実施する採択者を決
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定する。審査委員については、事業審査に必要な専門性を有する一方、事業者と直接の

関与が無いこと等を考慮して選定する。

○ＣＯ２削減技術間の相互の連携やコーディネートについては、「クールアース－エネルギ

ー革新技術計画」の技術開発ロードマップに基づいて行うことを原則としており、また、

当計画は「１０年間を第１フェーズとして推進し、今回策定した技術開発ロードマップ

については、産学官の関係者の議論を踏まえて定期的に見直しを行う」こととしている。

なお、２０５０年の温室効果ガス排出半減の目標については、ＣＣＳを含む「クール

アース－エネルギー革新技術計画」に示された重点的に取り組むべき２１の革新技術の

開発と普及を、技術開発ロードマップに従い、着実に推進することで実現を図る。 



資料２別紙

2009 2010 2011 2012 2013 (2014以降)
２００９～
２０１３合計

項目

40.0億円 67.2億円 52.5億円 99.0億円 72.0億円 330.7億円

地質調査（震探他
調査及び解析）

16.1億円 6.1億円 1.5億円 3.0億円 1.0億円

その他候補地
の地質調査

調査井掘削

16.8億円

16.8億円

圧入井掘削

20.0億円 10.5億円 34.9億円

65.4億円

ＣＣＳ実証試験のスケジュールと毎年の予算の積算について

27.7億円

①
②

合計

設計（回収・輸送・
圧入）

(その他経費のうち）

施設設置（回収・
輸送・圧入）

31.1億円 27.5億円 45.1億円 48.5億円

運転（回収・輸送・
圧入貯留）

5.0億円 8.0億円 15.0億円

28.0億円

環境調査・施設管
理等（モニタリン
グ含む） 2.9億円 5.0億円 3.5億円 3.0億円 3.0億円

17.4億円

その他経費
4.2億円 5.0億円 4.5億円 5.0億円 4.5億円

23.2億円

※良質なデータ収集の必要性から、圧入井は２点において掘削することを想定（表中①、②）。

152.2億円

①

②

①
②(設計～設置まで）

①
②
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